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オーム社 技術総合誌「OHM」2005 年 8 月号 掲載 
（下記は「OHM」2009 年 3 月号の別冊付録「IT のパラダイムシフト Part Ⅱ」に収録されたものです） 

 

放送とインターネットは融合するか？ 
 

まったく異なる意見が対立 
2005 年前半メディアを賑わせた「ホリエモ

ン騒動」も一段落したようだ。しかし、この

騒動が提起したいろいろな問題の決着は、ま

だ着いていない。その一つに、放送とインタ

ーネットの融合という問題がある。これにつ

いては、まったく異なる二つの意見がある。

例えば、「文藝春秋」2005 年 5 月号の「平成

ホリエモン事件」には、次のような見解が記

されている。 
ホリエモンこと堀江貴文氏は言う。「未来

のメディア業を端的に言うと、通信と放送メ

ディアの境目がどんどんなくなる。・・・イ

ンターネットとは、その通信、放送のすべて

を包括する概念ですから、将来、通信や放送

をのみこんでいくのは宿命といっていい」1) 
一方、立花隆氏は言っている。「既成メデ

ィアの情報力は、・・・第一線の取材記者群

の取材能力にある。・・・(したがって、)堀江

が豪語したような、いずれインターネットが

旧来メディアを全部死滅させるなどという日

は当分来そうもない」2) 
また、大前研一氏は言う。「私は、経営者

としての堀江社長や、特に『IT と放送の融合』

という経営方針はまったく評価していない。

ほんの少し勉強すれば、IT とメディアにシナ

ジーがないことはわかるはずだ。・・・そも

そもテレビはソファーに寝そべってダラッと

見るもので、パソコンに向かって前のめりに

なるインターネットとは両立しないのだ」3) 
将来の姿は一つなのに、なぜこうも意見が

対立しているのだろうか？ それを明らかに

するために、まず現在のメディアの実態を見

てみよう。 
  

メディアって何だ？ 
メディアと言われるものには、まず新聞や

雑誌がある。これは執筆者が書いた記事を、

印刷物として発行するものだ。記事は「コン

テンツ」であり、印刷物はそれを読者に届け

る「媒体」である。最近はほとんどの新聞社

が、主な記事をインターネットという新しい

媒体でも配信するようになった。 
そして、メディアには、テレビやラジオが

ある。これは番組というコンテンツを電波と

いう媒体に乗せて視聴者に届ける。最近は、

従来の地上波のほか、衛星放送やケーブル・

テレビでも配信するので、媒体の種類が非常

に増えた。そして、米国のテレビ局は、ウェ

ブでもニュース番組のさわりの部分を配信し

ている。 
また映画は、従来はフィルムという媒体に

収められたものを、映画館で映写してもらっ

て見るしかなかった。しかし今は、DVD を使

って、家庭でも見ることができる。そして、

2005 年 3 月に、USEN は映画のインターネ

ットでの配信を始めた。 
このように、「メディア」と一言で呼ばれ

るものは、「コンテンツ」と「媒体」からな

る。そして、従来からのコンテンツはそんな

に変わったわけではないが、媒体の方は、技

術の進歩に伴って変化し、多様化してきた。

この傾向は今後も続く。 
このように、メディアをコンテンツと媒体

に分けると、インターネットはコンテンツを

ユーザーに届ける媒体の一つに過ぎない。 
従来は、新聞でもテレビでも、一つのコン

テンツが一つの媒体に対応していたので、こ

れらをごっちゃにして「メディア」と呼んで

も、さして混乱は起きなかった。しかし、媒

体が多様化した現在、これらを峻別して議論

しないと、話が混乱する。 
この実態を踏まえて、前記 3 氏の意見を振

り返ってみよう。 
ホリエモンが、インターネットは放送を飲

み込んでいくといっても、現在の放送のコン

テンツがそんなに変わるわけではない。イン

ターネットの双方向性によって、新しいコン

テンツが生まれるといっても、本質が変わる

ほどのものではない。変わるのは、放送番組
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の配信媒体としてインターネットも使われる

ようになるということだ。 
そういう意味では、立花隆氏が、旧来メデ

ィアは死滅しないと言うのは正しい。しかし、

立花氏も大前氏も、コンテンツ配信の媒体が

印刷物や電波からインターネットに変わりつ

つあることを正しく認識すべきだ。 
インターネットでの音楽配信を利用してい

る人は、昨年全世界で 1 千万人を超えたとい

う。今後は、回線の高速化に伴い、映像コン

テンツのインターネットでの配信を利用する

人も増えるだろう。この人たちは、インター

ネットを単にコンテンツ入手の手段として使

っているのであって、大前氏が言うように、

「前のめりになって」インターネットを使っ

ているわけではない。 
 

経営を統合すればうまくいくか？ 
前述のように、コンテンツのインターネッ

トでの配信は、今後さらに進む。そのため、

この市場をねらって、IT 関連企業は、さかん

に、コンテンツ制作会社に出資したり、それ

を買収したりしている。例えば、2005 年 4 月

に、USEN は日活の買収を検討すると発表し

た。そして、ホリエモンはフジテレビジョン

を、実質的に、支配下に置こうとしたようだ。 
コンテンツ配信会社が、強力なコンテンツ

を持っている企業と提携しようとするのは当

然である。しかし、経営を統合するのは必ず

しもメリットばかりではない。同一企業グル

ープになれば、コンテンツ制作部門は、ほか

の配信会社を通じての配信が難しくなり、ま

た、コンテンツ配信部門は他社のコンテンツ

の入手に制約を受ける。そういう意味では、

両者のシナジー効果を疑問視する大前氏の意

見にも一理ある。コンテンツの制作とその配

信は性格を異にするビジネスなので、お互い

に独立していた方が経営の自由度が増える。 
「OHM」2005 年 8 月号 

 

［後記］ 日本でも 2005 年 7 月頃から、テ

レビ局によるインターネット使った映像の配

信が続々と始まり、パソコンで視聴できるよ

うになった。また、2007 年 9 月に、インター

ネットで配信された映像をテレビ受像機で視

聴する「アクトビラ」がサービスを開始した。

そして、2008 年 3 月から NTT は、専用 IP
網を使って映像を配信する「ひかり TV」のサ

ービスを始めた。このように、映像コンテン

ツの配信媒体として、従来の電波やケーブ

ル・テレビに加えて、インターネットや専用

IP 網が、今や無視できない存在になった。 
なお、日活の買収を検討していた USEN は

2005 年 8 月にそれを断念すると発表した。 
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